
１．は　じ　め　に

　本論の目的は，１９９７年の通貨危機から１０年以上経た ASEAN諸国に生じた構造変
化が，新たなアジアの奇跡を起こしうる可能性について述べることである。アジア
において，中国とインドの急速な生産拡大と国内市場の急成長は，１９９０年代のアジ
アの奇跡の牽引役となった ASEAN諸国の存在を薄れさせた。しかし，世界のモノ
の巨大生産拠点となったアジアの中で，FTA（自由貿易協定）の推進による後押し
を受けて，再び ASEAN諸国は新たな役割を担う可能性が強まっている。
　はじめに，ASEAN諸国の９０年代からの構造変化と，貿易構造についてみていく。
そして，その変化の大きな要因となったと考えられる直接投資の動向を調べること
によって，アジアの大国の間にある ASEAN諸国の重要性を確認す る 。

 （ ）

２．ASEAN諸国の構造変化

　ここでは，タイ，マレーシア，インドネシアについて ASEAN諸国の基本的なマ
クロデータから国内の産業別 GDPおよび産業別就業構造をみる。そして，シンガ
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ポール，フィリピンおよびベトナムを含む６カ国についてアジア通貨危機を挟む１９９０
年代から２０００年代までの貿易の構造変化をみていく。この貿易構造については，主
に主要貿易相手国別の長期的な貿易額の変化についてみていく。その大きな理由と
して，①貿易構造はその国の要素賦存量にもとづく産業構造に大きく依拠すること，
②特に製造業部門において，直接投資が投資受入国の資本財，中間財の輸入の増加
および製品の輸出を増加させること，③ FTA（自由貿易協定）の推進が貿易額の増
大だけでなく，進出企業の生産拠点の再編を促し，貿易量のみならず，輸出財・輸
入財の変更につながるからである。とりわけ ASEAN諸国ではこれらの傾向が強い
と考えられる。また，②については，投資国からの中間財輸入増加と同国への輸出
だけでなく，第三国輸出が増加する場合が多い。様々な財が取引される中で，国際
分業を単純に国ごとの貿易だけで見るのは問題があるが，全体としての傾向はある
程度把握できるものと期待される。

１）タ　イ

　図１は，縦軸に産業別の実質 GDPの額を，横軸には同じく産業別の就業者数を
とって，タイについて１９９０年から２００８年までをプロットしたものである。これをみ
ると，１９９７年の通貨危機の影響がはっきりとみてとれる。
　農業部門をみると，タイでは現在でも就業者数が非常に多いことがわかる。１９９８
年ころまでは，同部門における労働生産性は著しく上昇している。通貨危機以後は，
就業者数を再び増加させながらも，GDPの増加によりその生産性を維持している。
　一方，製造業は労働生産生の伸びが他の部門に比べて著しく高い。通貨危機の影
響は GDPの減少がみられたものの，他の部門に比べれば比較的小さく，生産性は
２０００年代に入って再び上昇している。また，２００８年には就業者数が減少して，さら
に労働生産性が上昇していることがわかる。これに対して，サービス・その他の部
門においては，通貨危機後，GDP，就業者数ともに大きく減少して生産性も低下し
ている。２００５年以降，生産性の上昇がみられたが，２００７年あたりから，再び低下傾
向にある。
　次の図２では，タイの最大の貿易相手国との輸出額，輸入額の推移をみたもので
ある。日本はタイにとっては貿易額，投資額ともに最大の相手国である。近年，
ASEAN諸国内からの投資が増加しているが，９０年代，２０００年代と，とりわけ製造業
部門における累計投資額が他の国と比較して日本は著しく大きい。それを反映する
ように，対日本貿易はその増加額も大きい。また２００６年からは，変化の傾向がみら
れ，日本からの輸入額が輸出額をさらに上回る傾向を示している。
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２３ASEAN諸国の構造変化と新たな役割

注１）中国は香港，マカオの貿易を含まない。
注２）サービス・その他の部門は，電気水道ガス，建設が含まれる。
（出所：Asia Development Bankの統計より作成，（オンライン），入手先〈http//: 
www.adb.org〉，（参照２００９年８月））

図１　タイの産業別 GDPと就業構造の変化１９９０―２００８

注）対中国については，香港との貿易は含まれていない。
図２　タイの国別貿易１９９０―２００８②



　一方，投資額が急増している中国との貿易では２００８年から変化が見られる。輸入
額が輸出額に対して急増しており，今後の中国との貿易動向が注目される。対アメ
リカについては，日本や中国と比べて，貿易額の増加は鈍化傾向にあ る 。

 （ ）

　図３では，対日，対アメリカに次ぐ貿易規模で，近年，著しく貿易を増加させて
いる国が示されている。これをみると，同じ ASEAN諸国域内での貿易が非常に増
加していることがわかる。２０００年代後半，対 ASEAN諸国合計の輸出額は総額の２
割を超えており，輸入額も総額の２割の額を占める日本に近づきつつある。特に，
対マレーシア，インドネシアの貿易の伸びは顕著である。後でみるように，直接投資
についてもシンガポールやマレーシアなど，ASEAN諸国からの投資が急増している。
　また，対オーストラリアについては，FTA自由貿易協定により輸出が急増してい
る。一方，額としてはまだそれほど大きくなく，図にも示されてはいないが，対イ
ンド貿易も近年輸出で急速に伸びている。

２）マレーシア

　図４では，１９９９年までの産業別実質GDPと就業者数が，図５では２０００年までのそ
れが示されている。これをみると，マレーシアは農業部門の就業者数は減少してい
るものの，タイや後で見るインドネシアなどと比べて，同部門の就業者数が相対的
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　（出所：図１に同じ）
図３　タイの国別貿易１９９０―２００８②
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に非常に少な い 。
 （ ）

　製造業部門は，通貨危機後，GDPおよび就業者数に減少が見られたが，労働生
産性にはほとんど変化がなかった。しかし，２０００年に入ってからは，同部門の GDP
は拡大しているが就業者数は減少しているため，生産性が著しく上昇している。
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　　　　　（出所：図１に同じ）　　 
図４　マレーシアの産業別 GDPと就業構造の変化１９９０―１９９９

　　　　　（出所：図１に同じ）　　 
図５　マレーシアの産業別 GDPと就業構造の変化２０００―２００８



　一方，就業者数の増加・規模ともに最も大きなサービス・その他の部門では，通
貨危機前，一時的に生産性が低下している。しかし，２００５年以降になると生産性は
上昇していることがわか る 。

 （ ）

　次に，図６と図７で主要貿易相手国との動向をみてみると，最大の貿易相手国で
あるシンガポールや中国，アメリカ，日本は，いずれも２００６年～２００８年あたりで大
きな変化を見せている。対日本はアジア通貨危機の時点でかなり大きな変動があっ
たが，２００７年までは輸入額より輸出額の方が大きかった。しかし，２００８年は輸出が
減って輸入が急増している。シンガポールも通貨危機の影響は顕著であったが，
２００６年ごろまで輸入／輸出比率はほとんど変化しないまま貿易額が拡大していた。
それが，２００７年から輸出の増加より輸入の増加が大きくなり始め，２００８年には輸入
が急増して，輸入額が輸出額を上回ってい る 。

 （ ）

　２０００年代に入って貿易額が急増している対中国は，２００８年に輸出の増加が輸入の
増加を大きく上回っている。対アメリカについても同じく通貨危機の影響は大きかっ
たが，次第に他のアジア諸国間の貿易の拡大で，アメリカへの貿易依存度はより低
下していることが示される。すでに２００７年には輸出額が減少し，対シンガポール，
対中国貿易の高い貿易の伸び率に比べればその変化は大きくない。この対アメリカ
の輸出額の７割超は電気・電子製品である。この分野のアメリカへの輸出額が減少
する一方で，中国への同分野の輸出は増加している。
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　　　 　（出所：図１に同じ）　　 
図６　マレーシアの国別貿易１９９０―２００８①
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２７

　また，図７をみると，図６に示される貿易相手国にはまだ及ばないものの，タイ
や韓国など他のアジア諸国との貿易額が急激に増大している。特に対タイについて
は，FTAによる関税引き下げ効果で自動車輸入が増加するなど，２００８年には輸入額
が輸出額を大きく上回り，貿易構造が大きく変化しつつあることが示されている。

３）インドネシア

　図８をみると，インドネシアは通貨危機で大きく GDPを減少させていることが
わかる。特にサービス・その他の部門において著しく，GDP減少ほどには就業者
数は減少していないため，労働生産性は大きく低下している。 農林漁業部門におい
ては，９０年代はじめには，就業者数が減少して労働生産性の上昇がみられたものの，
通貨危機で再び就業者数が増加し，生産性は低下していることがわかる。一方，図
９で通貨危機後の産業別 GDPと就業者数をみると，インドネシアではいずれの産
業も，就業者数と GDPが短期間に変動し，しかも GDPの伸びは鈍化しているこ
とがわかる。とりわけ，サービス・その他の部門の就業者数は年ごとに増減を繰り
返している。また２０００年代は，比較的就業者数の増加が抑えられ，農業部門を除く
と生産性は上昇している。
　図１０，図１１で国別貿易動向をみると，近年，アジア地域内での貿易額が著しく増
加していることがわかる。最大の貿易相手国であるシンガポールや，日本，そして
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　　　 　（出所：図１に同じ）　　 
図７　マレーシアの国別貿易１９９０―２００８②



近年急拡大している中国の貿易額の増加が，アメリカとの貿易額の増加をはるかに
上回っている。インドネシアは，タイやマレーシアと比べると対アメリカ貿易依存
度は小さい。アジア域内の貿易の急拡大が，対アメリカ貿易の依存度をさらに低下
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　　　　　 （出所：図１に同じ）　　 
図８　インドネシアの実質 GDPと産業別就業構造１９９０―１９９９

　　　　　 （出所：図１に同じ）　　 
図９　インドネシアの実質 GDPと産業別就業構造１９９０―１９９９



２９

させている。また，国ごとの輸入／輸出の比率をみると，貿易拡大が著しい相手国
ほどこれまでと異なる傾きを持ち始めている。とりわけ，日本やシンガポール，そ
して中国はその傾向が強い。いずれも２００７年から２００８年にかけて貿易額が急増して
おり，対シンガポールについては輸入額が輸出額を大幅に上回っている。

ASEAN諸国の構造変化と新たな役割

　　　　　（出所：図１に同じ）　　 
図１０　インドネシアの国別貿易の推移１９９０―２００８①

　　　　　（出所：図１に同じ）　　 
図１１　インドネシアの国別貿易の推移１９９０―２００８②



４）シンガポール，フィリピン，ベトナムの貿易構造

　図１２～１５とタイやマレーシア，インドネシアの貿易相手国別の貿易額の推移をみ
ると，フィリピンは他の ASEAN諸国と比べて，大きく異なる傾向を見せているこ
とがわかる。
　香港や９０年代はじめのアメリカを除けば，各国の輸入額／輸出額がある特定の比
率を持つという傾向はほとんど見られない。考えられる要素として，一つは，フィ
リピンでは海外から進出してきた企業の行動が国別の生産ネットワークではなく，
国を超えた産業別のネットワークの中にあること，もう一つは，フィリピンが
ASEANでの生産分業システムに組み入れられている部分が少ないことが考えられ
る。
　そのフィリピンと比べて特に対照的なのはベトナムである。後でみるように，ベ
トナムの貿易依存度は急激に上昇しており，２００８年時点で輸出は約７割，輸入で約
９割に達している。その中で，対シンガポール，日本，中国，アメリカと，国ごと
にある特定の貿易構造を持っているようにみえる。しかもこれらの国に対する貿易
額は，急激に伸びており，特に対アメリカについては，他の ASEAN諸国では既に
２０００年代後半に入り鈍化をみせているにも関わらず，２００７年，２００８年いずれも貿易
額は大きく伸びている。また，最近貿易額を急増させている対韓国，タイ，マレー
シア，ドイツについても，輸入額／輸出額比率のラインがそれぞれ国ごとに異なり，
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　　　　 （出所：図１に同じ）　　 
図１２　シンガポールの国別貿易１９９０，９５，００，０４，０５，０６，０７，０８
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　　　 （出所：図１に同じ）　　 
図１３　フィリピンの国別貿易①

　　　 （出所：図１に同じ）　　 
図１４　フィリピンの国別貿易②



またその傾きが大きく変化することは，この１０数年みられない。ベトナムに進出し
た企業のほとんどが，国内市場ではなく輸出を目的とした生産拠点として位置付け
られているか，もしくはアジア地域での分業が確立されているためと考えられる。
　一方，シンガポールの国別貿易をみると，通貨危機の影響が大きかったのは日本
であることがわかる。隣国マレーシアとの輸入額／輸出額の比率は，長期間ほとん
ど変わらない。それに対して，投資受入額が最も大きいアメリカとの貿易は２０００年
代に入って，輸出が減少する一方で輸入が大幅に増加していることがわかる。

５）貿易依存度と国内産業への誘発効果

　これまでは，国別の貿易額をみてきたが，次にそれぞれの GDPに対する貿易額
の大きさ，すなわち貿易依存度をみていく。
　次の表１には，アジア各国の貿易依存度を示している。この表をみると，９０年代初
めから急激に貿易依存度が上昇した国があることがわかる。とりわけ，ASEAN諸国
の中では，タイとベトナムが１９９０年と比べて２００８年までに輸出・輸入ともに依存度
が２倍になっている。また，日本は２００４年以降，貿易依存度が急激に上昇している。
　これまでの研究で，ある産業の他の産業への生産（付加価値）誘発効果は，貿易
依存度と負の相関関係がみられ た 。すなわち，貿易依存度が高い国ほど国内の他の

 （ ）

産業部門への波及効果としての生産（付加価値）誘発係数が低くなっている。この
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　　　　（出所：図１に同じ）　　 
図１５　ベトナムの主要国別貿易１９９０―２００８



３３

貿易依存度の急上昇が一時的なものなのか，それとも国内産業への波及効果が小さ
くなるという産業構造の転換を伴っているものなのか，今後さらに分析する必要が
ある。
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表１　アジア各国の貿易依存度
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６５．３％５７．３％６３．０％６７．０％５８．６％５０．７％４２．１％３８．７％輸 入

８９．８％９４．６％１０２．５％１０２．２％１０１．５％１０４．７％８３．２％６６．９％輸 出
マレーシア

７０．６％７８．９％８３．７％８３．１％８４．３％８７．４％８７．４％６６．４％輸 入

２９．４％３５．０％４０．３％４１．７％４５．６％５０．２％２３．５％１８．５％輸 出
フィリピン

３６．２％４０．３％４６．０％５０．１％５３．０％４４．５％３８．４％２９．４％輸 入

２６．８％２６．４％２７．６％３０．０％２７．１％３７．６％２２．５％２２．４％輸 出
インドネシア

２５．３％１７．２％１６．８％２０．２％１８．０％２０．３％２０．１％１９．１％輸 入

６４．８％６４．０％６１．１％５５．６％５５．１％４７．１％４０．７％４０．８％輸 出
台 湾

６１．１％５７．１％５５．４％５１．３％５１．１％４３．８％３７．８％３３．３％輸 入

６９．２％６８．４％６５．４％６１．３％５８．３％４６．５％２６．３％３７．１％輸 出
ベ ト ナ ム

８９．０％８８．４％７３．７％６９．５％７０．４％５０．２％３９．３％４２．５％輸 入

４５．４％３５．４％３４．２％３３．７％３５．２％３２．３％２４．２％２４．６％輸 出
韓 国

４６．８％３４．０％３２．５％３０．９％３１．１％３０．１％２６．１％２６．５％輸 入

１４．４％１３．９％１３．８％１２．７％１１．９％９．７％８．９％５．７％輸 出
イ ン ド

２４．５％２１．４％２０．４％１８．４％１５．９％１１．０％１０．３％７．６％輸 入

３３．０％３６．０％３６．５％３４．１％３０．７％２０．８％２０．４％１５．９％輸 出
中 国

２６．２％２８．３％２９．８％２９．５％２９．１％１８．８％１８．１％１３．７％輸 入

１８５．２％１７９．１％１９５．１％１９０．０％１８１．１％１４８．８％１４０．２％１４２．６％輸 出
シンガポール

１７５．２％１５７．４％１７１．３％１６５．５％１５８．２％１４５．３％１４７．６％１６４．４％輸 入

注） 輸出依存度は fob.価格の輸出額を名目 GDPで除したもの。輸入依存度は cif.価格の輸入額を名
目 GDPで除したものである。

（出所：Asia Development Bankの統計より作成，（オンライン），入手先〈http//:www.adb.org〉，（参
照２００９年８月））



３．海外直接投資の変遷

　ここでは，ASEAN域内の貿易拡大の要素の一つである直接投資の動向について
みていく。次の図１６は，国際収支ベースでみた ASEAN諸国の直接投資受け入れ額
であ る 。　これをみると，全体として，２０００年代はじめの ASEAN諸国への投資は

 （ ）

シンガポールを除くと相対的に少なく，インドネシアでは逆に撤退が受け入れを上
回っていることがわかる。しかし，２０００年代後半になると ASEAN諸国への投資額
は再び増加していることが示される。国別では，欧米からの大規模な M&Aが多い
シンガポールが最も大きい。シンガポールを除くと，２０００年代を通じてタイへの投
資額が大きいが，近年マレーシアやインドネシアへの投資額増加が顕著である。一
方，ベトナムへの投資がフィリピンを上回る大きさで急増しており，タイやマレー
シア，インドネシアに並ぶ規模に達しつつある。

　また，表の２から５には，タイ，マレーシア，インドネシア，及びベトナムの国別
海外直接投資受入額を示している。大規模投資がある場合にはその構成比が大きく
左右される。そのため，短期間での比較では投資国のランキングをすることにあま
り意味はないが，アジア域内の投資がいかに増加しつつあるかということがわかる。
　タイについては，その構成比は減少しつつあるものの，他の ASEAN諸国と比べ
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*）ベトナムについてのみ，国際収支の直接投資のネットデータである。
（出所：IMF “International Financial Statistics Year Book ２００８” 及び Asia Development 
Bankの統計より作成，（オンライン），入手先〈http//:www.adb.org〉，（参照２００９年８月））

図１６　ASEAN諸国の対内直接投資（国際収支ベース）
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て，日本からの投資受入額の割合が著しく大きい。その一方で，他の ASEAN諸国
からの投資が着実に増加しつつある。
　マレーシアは，鉱物性燃料や鉱物の輸出国であることから，アメリカやオースト
ラリアからの投資額が依然大きいが，投資国が多様化しつつあり，インドや中国な
どアジア地域からの投資が増加している。また，製造業に限ればマレーシアにおけ
る日本の投資国としての存在は非常に大きい。最大の貿易相手国であるシンガポー
ルについては，投資受入額のシェアが大きいだけでなく，マレーシアの投資先とし
ても，その額は最も多 い 。　投資の業種としては電気・電子部品分野が多く，２００７年

 （ ）

より大規模な投資を行っているドイツも石油製品関連に加えて同分野が多い。その
ため，マレーシアにおける電気・電子分野への対内直接投資額は，全体の４割に上っ
ている。従って，先にみたような主要貿易相手国との貿易も同分野の製品が多い。
　一方，同じく鉱物性燃料の輸出国であり，近年その輸入国にもなったインドネシ
アは，隣国シンガポールからの投資額が多い。表には掲載されていないが，アメリ
カは大規模な額になる資源エネルギー関連の投資が多く，それゆえに投資額の変動
が非常に大きくなっている。投資業種を２００７年でみてみると，製造業部門が７割近
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表２　タイの主要国別対内直接投資統計　認可ベース
（１００万バーツ）

２００８年２００７年２００６年２００５年

構成比投資額件　数構成比投資額構成比投資額構成比投資額

３０．２％１０６，１５５３２４３２．５％１６４，３２３４３．２％１１５，２００５２．７％１７１，７９６日 本

２．６％９，２７３５６１．２％５，９８５１．５％４，０２５０．５％１，４８５韓 国

１．０％３，４７４２７３．１％１５，８５６０．９％２，４５６０．７％２，２８６中 国

２．１％７，４０６４７１．７％８，５５２３．９％１０，４７２５．１％１６，４５６台 湾

１．５％５，３０３１９２．０％１０，１２５３．８％１０，０３１０．７％２，２２２香 港

７．２％２５，３３４６７６．８％３４，４６６７．０％１８，７５０４．４％１４，４２２シンガポール

７．２％２５，２１９４６２．３％１１，５６７２．０％５，３６８６．３％２０，４０６マレーシア

２．７％９，５９２２１１．５％７，３９８１．０％２，６７１０．３％１，１０６イ ン ド

２．５％８，６９８３２２０．０％１０１，１０７２６．８％７１，４０７２．７％８，６８９ア メ リ カ

８．８％３０，９０４２７２．１％１０，６２９２．３％６，２５４４．５％１４，８２４オ ラ ン ダ

２．６％９，００４３１０．５％２，３０５０．７％１，７４０１．４％４，７０３イ ギ リ ス

１００．０％３５１，１４２８３８１００．０％５０５，６１２１００．０％２６６，６４３１００．０％３２５，８２７外国投資計

（出所：ジェトロ，タイ投資委員会 BOI統計より作成，（オンライン），入手先〈http//:www.boi.go.th，
http//:www.jetroi.go.jp〉，（参照２００９年９・１０月））
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表３　マレーシアの対内直接投資　認可ベース
（１００万リンギ）

２００８年２００７年２００６年

構成比投資額構成比投資額構成比投資額

１２．１％５，５９５１９．５％６，５２３２１．８％４，４１２日 本

４．３％２，００４８．８％２，９５２９．３％１，８８５シ ン ガ ポ ー ル

２．０％９１２１．２％４０９２．０％４０６台 湾

０．４％１９８３．３％１，１１９２．２％４３８韓 国

０．４％１７１８．７％２，９２４０．０％８イ ン ド

０．３％１１９５．８％１，９４３１．１％２１９中国（香港含む）

２８．４％１３，１０６５．０％１，６８５１２．７％２，５６０オーストラリア

１８．８％８，６６９９．０％３，０２０１２．２％２，４７７ア メ リ カ

９．６％４，４３８１１．２％３，７５７１．１％２３２ド イ ツ

９．０％４，１５６０．１％４４０．０％０ス ペ イ ン

３．９％１，７９６５．１％１，６９０１６．２％３，２８４オ ラ ン ダ

１００．０％４６，０７７１００．０％３３，４２６１００．０％２０，２２８外 国 投 資 計

注）製造業部門の直接投資の認可額である。
（出所：ジェトロ（オンライン），入手先〈http//:www.jetroi.go.jp〉，（参照
２００９年１０月），原出：マレーシア工業開発庁 MIDA）

表４　インドネシアの対内直接投資　実行ベース
（１００万ドル）

２００８年２００７年

構成比投資額構成比投資額

１０．０％１，４８７．３０３６．２％３，７４８．００シ ン ガ ポ ー ル

２．４％３６３．３ ２．１％２１７．３ マ レ ー シ ア

９．２％１，３６５．４０６．０％６１８．２ 日　 本

２．０％３０１．１ ６．１％６２７．７ 韓　 国

３．５％５１３．４ １６．３％１，６８５．８０英　 国

１．３％１９８．３ ０．２％１８．５ ド イ ツ

１００．０％１４，８７１．４０１００．０％１０，３４１．４０投 資 額 合 計

（出所：ジェトロ（オンライン），入手先〈http//:www.jetroi. 
go.jp〉，（参照２００９年１０月），原出：インドネシア投資調整庁
BKPM）



３７

くに達しているが，ほとんどアメリカからの投資である化学・医薬品部門が製造業
部門の半分以上を占めている。

４.　自由貿易協定の推進と物流の課題

１）拡大する FTA

　次のイメージ図は，日本，中国そしてインドといった大国に挟まれた ASEAN諸
国の自由貿易協定の関係を示したものである。発効待ちのものを含めると，ASEAN
諸国を中心として，アジアの東側の国と西側の国はほぼつながりつつある。
　これまでみてきたような近年の ASEAN諸国の貿易拡大は，FTAによる関税の
引き下げ効果によるものが大きいといえる。と同時に，そのことが企業の生産拠点
の再配置を促し，ASEAN域内の投資額を増加させ，さらに投資国のみならず
ASEAN域内・域外との貿易をさらに増加させていると考えられる。さらなる FTA
推進は，アジア全体での分業体制が構築されることを意味する。今後の直接投資の
動向を，業種別に詳しくみていく必要があ る 。

 （ ）

ASEAN諸国の構造変化と新たな役割

表５　ベトナムの対内直接投資　認可ベース
（１００万ドル）

２００８年２００７年２００６年

構成比投資額構成比投資額構成比投資額

２４．８％１４，９３８６．１％１，０９１０．２％２１マ レ ー シ ア

１４．３％８，６４４９．７％１，７３３２．５％２２８台 湾

１２．１％７，２８８５．４％９６５１１．５％１，０５７日 本

７．４％４，４６６１４．６％２，６１４４．８％４４２シ ン ガ ポ ー ル

６．６％３，９９３１．６％２８５０．７％６３タ イ

３．０％１，８０３２５．０％４，４６３３０．４％２，８０８韓 国

０．６％３７０１．３％２３９１７．１％１，５７９香 港

０．６％３３４２．６％４５７３．７％３４４中 国

７．８％４，７３１２５．１％４，４７７１２．３％１，１３７イ ギ リ ス

２．５％１，４８６２．０％３５５８．４％７７２ア メ リ カ

１００．０％６０，２７１１００．０％１７，８５６１００．０％９，２２２外 国 投 資 計
（その他含む）

（出所：ジェトロ（オンライン），入手先〈 http//:www.jetroi.go.jp 〉，（参照
２００９年１０月），原出：ベトナム計画投資省 MPI）



２）日本企業と ASEAN諸国

　多くの ASEAN諸国にとって，日本は主要な貿易相手国であると同時に，主要な
投資国である。現在，香港への投資を加えれば，中国への投資額が圧倒的に大きい
が，中国本土だけを比較すると，タイ，マレーシア，インドネシア，フィリピン，
およびシンガポール，ベトナムを加えた投資額は，２０００代後半では，再び中国を上
回る勢いである。対インドへの投資は，ここ数年で急激に増加しており，中国，
ASEANに匹敵する額になりつつあ る 。

 （ ）

　ASEAN諸国における FTAの進展は，何よりも製造業において直接投資額が最
大の日系企業にとって大きな意味を持つ。急速な経済発展とさらに拡大すると見込
まれる市場の期待から，アジアにおける企業進出と拡張投資は ASEANから中国に
シフトした。しかし，中国一極集中を避ける企業行動と，インドの存在が，ASEAN
諸国に既に生産拠点を確立している日系企業をして，アジア全体の部品供給基地と
しての役割を担わせる可能性も出てきている。ITをはじめとするサービス部門の拡
大著しいインドにおいては，製造業の分野はいまだ地場の大多数の中小規模の工場
が中心であ る 。そのため，製造業分野で進出した外資系企業は，現地調達が難しく，

 （ ）

既に，日本，中国とリンクした ASEAN諸国の存在は，部品の供給基地としての役
割が期待される。
　日本の営業利益はすでにアジア地域が北アメリカ地域を上回ってい る 。今後，ア

 （ ）

メリカにおける需要減退がアジア地域にどのように波及してくるかが問題であるが，
アジア地域で需要が増加している産業によっては，それほど大きな影響を受けずに，
生産と貿易の拡大が続くとみられる。
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図１６　アジア域内自由貿易協定のイメージ
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３）アジア物流のボトルネック

　ASEAN諸国への生産拠点の再配置の可能性は，今後ますますアジア全体の物流
量を増やしていくと考えられる。世界にとってアジアは，モノの供給基地となりつ
つある。しかし，このようなアジア全体での分業による生産拡大は，その増加する
物流ラインを滞りなく維持できることによって初めて可能になることである。アジ
ア社会経済全体の安定とともに，既にボトルネックになりつつあるマラッカ海峡を
はじめとする海路・陸路の物流ラインの再整備が，再びアジアの奇跡を起こしうる
かどうかの鍵になると考えられる。

５．むすびにかえて

　ASEAN諸国は，とりわけ１９８５年以降，日本からの投資の急拡大により，より緊
密な相互経済関係を築いてきた。しかし，中国の急速な経済発展と大規模な潜在的
市場を期待して同国への海外投資が集中する中，日本にとっても ASEAN諸国のプ
レゼンスは弱くなったかにみえた。また，同じく人口１０億人を抱えるインドの台頭
は，さらにASEAN諸国のモノの生産拠点という地位をも薄れさせるかにみえた。し
かも，通貨危機後の貿易拡大を支えたアメリカの需要は，２００８年以前より減少する
傾向にあり，昨年からさらに急減している。
　しかし，これまでみてきたように，ASEAN諸国は独自の域内関税引き下げにい
ち早く動いたこと，そして近年の世界的 FTAの推進もあって，ASEAN諸国の貿
易はアメリカ依存度の低下を埋め合わせるように ASEAN域内，アジア地域内で拡
大している。今後，アメリカの需要減退が及ぼす世界的なマイナスの生産の波及効
果がどの程度になるかが問題であるが，ASEAN諸国は日本，中国，インドを結ぶ
非常に重要な役割を担いつつあることは否めない。
　また，日本にとって ASEAN諸国は，太平洋からインド洋を結ぶシーレーンの中
間にあり，既に日系企業の生産拠点が集約しているところである。インドは発展途
上国でありながら，他のアジア諸国と異なり IT産業を含むサービス部門の割合が
高い。しかも，欧米諸国からは同分野への投資が大きい。このような中，製造業分
野への日本の企業進出は，そのような ASEAN諸国の存在があってこそ，より有利
になると考えられる。
　一方，中国と ASEAN諸国の間では，内陸と海路を通じて ASEAN諸国との物
流が拡大しつつあり，ベトナムだけでなくタイと国境を接するラオスやカンボジア
の道路整備が援助を受けてすすめられつつある。そのためそれらの国に投資してい
るタイやマレーシア，シンガポールにとって相互に部品の調達が可能となっている。
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　また，インドでは部品や原材料の現地調達が困難な多くの外資系製造企業は，
ASEAN諸国からの調達を今後増加させるだろう。さらに，インドは ASEAN諸国
を通じて間接的に中国とつながることになる。
　しかし，その結節点を結ぶ物流ラインはそれほど大きくない。とりわけマラッカ
海峡の船舶通交量は限界に達しており，むしろボトルネックにさえなりつつある。
マレー半島やインドシナ半島の陸路の整備だけで物流ラインを拡大させることは不
可能である。ASEAN諸国が，日本，中国，インドを結ぶ要となり，新たなアジア
の奇跡を起こしうるかどうかという点については，今後の物流インフラ整備に大き
く負っているといえる。

注

準１  FTAの議論はしばしば東アジア共同体の設立構想に結び付くが，本論ではその議論は非
現実的との認識に基づいている。また FTAそのものは，国家間の重要な取り決めであるが，
それがどのように利用されるかは，企業やその産業の生産技術，各国の生産要素に大きく
負っていると考える。従って，FTA，EPAの範囲イコール経済的，社会的，文化的に共通
の基盤を持つとの誤解を招きかねない共同体とは考えない。
準２  ２００８年に輸入が急増しているが，これはその前年の石油化学関連の大規模投資が影響し
ていることが考えられる。
準３  日本について，横軸に産業別就業者数，縦軸に産業別 GDPをとって，同様にプロット
していくと，原点から農業部門，製造業部門，サービス等の順に一直線に並ぶ。
準４  マレーシアでは，この時期から政府の積極的な推進でイスラム金融が急拡大している。
付加価値額の高い金融部門の拡大が，サービス部門における生産性の上昇になんらかの貢
献があるとも考えられる。
準５  マレーシアが行う海外投資先をみると，２００７年はシンガポールが最も大きかった。この
ことも，シンガポールとの貿易額急増と関連していると思われる。
準６  拙出「再考日本の直接投資とアジア経済 : 国際産業連関表による分析」で，縦軸に生産
誘発係数，横軸に輸出依存度をとったとき，クロスカントリーのデータで，はっきりとし
た右下がりの関係が得られた。
準７  IMF方式による国際収支統計における直接投資とは，ある国の居住者が，他の国にある
企業に対して永続的権益の取得を目的として行う投資とされている。その場合，永続的権
益とは，普通株もしくは議決権の１０％以上を所有する場合，もしくは非法人企業の場合は
これに相当するものとされている。
準８  ２００７年データでは，国際収支ベースで，シンガポールへの投資の割合は，全体の約１４％を
占めていた。
準９  日本の企業について，経済産業省の「海外事業活動基本調査」におけるアンケート結果
をみると，２００７年時点では企業規模別・業種別合わせた全体では７割が FTA・EPAにつ
いて，いまのところ「影響はない」と答えている。しかし，関税の引き下げ・撤廃に期待
する企業は多い。
準１０  国際収支ベースでみると，２００５年―２００８年度の累計額では，中国本土は２８４億円，タイ，
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マレーシア，インドネシア，フィリピン，シンガポール，ベトナムの合計額は２９１億円であ
る。また，インドへの投資は８１億円であるが，２００８年だけを比較すると，中国６７億円，
ASEAN６カ国の合計が６４億円，インドが５４億円である。

準１１  ADB “Key Indicators for Asia and the Pacific ２００９”における特集 “Enterprises in Asia 
: Fostering Dynamism in SMEs”参照。
準１２  ジェトロの調査結果によれば，上場企業の海外での収益状況では，２００７年度，売上高の
比率は米州とアジア・大洋州地域それぞれ１３％，１２％であったが，営業利益の比率は８．７％，
１２．２％であった。
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